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1995 年の創立以来、「誠実と信用、深慮、勤勉、進取」の企業文化の下、華誠は 400 名以上のエキスパ

ートを有し、全面的なサービスを行う法律サービス集団として発展してまいりました。華誠が常に堅持して

きたハイクオリティのサービス理念と広範囲にわたるサービスの提供により、世界的にも知名度のある多く

の企業が各種法律意見を求める際、及び知的財産権に関するサービスを求める際には、先ず華誠をお選び頂

いております。これは華誠が専門チームを構築し、クライアント様へのハイクオリティで多様なサービスの

提供を続けてきたことによるものであり、全国で最も優秀な法律事務所の 1 つとしても選ばれ、中国トップ

クラスの知的財産権サービスチームの栄誉を獲得しました。
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華誠律師事務所は 1995 年に設立され、中国において最も

早くから渉外法律サービスを提供してきた法律事務所の一つ

です。上海に本部を置き、北京、香港、ハルビン、蘭州、煙

台、広州、シカゴ、東京などの地域にて支所又は分室を設立

しております。

20年にわたり、華誠は商事戦略配置、企業運営と管理、

権利商業化及び伝統的な権利行使等の業務分野での抜きん出

た業績で各業界の顧客から好評を博し、認められています。

華誠は顧客の商業利益を重視し、文化娯楽産業、贅沢品業、

ハイテク業、軽工業、重工業及び金融先物業の何れにおいて

も豊富な経験を持ちます。最も早く ISO9001 国際品質体系標

準認証を受けた法律サービス機構として、華誠はサービスプ

ロセスと品質管理を始終厳しく徹底し、一流の渉外事務所の

風格と水準を守っています。

華誠は Chambers and Partners、The Legal 500 等多数

の国際的に認められた法律評価機構から「トップクラスの知

的財産法律事務所」の称号を受けています。それに、華誠は

「全国優秀律師事務所」、「中国において最も信頼できる知

的財産事務所」、「上海市渉外コンサル機構Aクラス資質」、

「上海市契約信用 A+ ランク企業」、「上海裁判所初の一級

破産管理人」等の資質と称号を獲得しました。

華誠の本部は上海に置かれ、北京及び蘭州に支社が設立

されております。華誠の特許代理業務は化学、生物、医薬、

機械、電子、通信、光学、物理、意匠、検索、特許有効性分

析、権利侵害分析、無効宣告請求、訴訟、特許コンサルティ

ング等を含み、クライアント様にサービスを提供する特許代

理部を設立いたしました。各特許代理部の代理人は豊富な代

理経験を持ち、複数の言語で直接案件を処理することができ

ます。

また、華誠は独自に開発した業務管理システムを有し、

通常のファイル管理、時限モニター機能のほか、拒絶理由通

知と回答を分析し、統計する独特の機能を持っており、同

統計データは代理人の業務レベルの評価と仕事改善に利用で

き、かつ依頼人に特許の分析・評価用として提供することが

できます。

華誠律師事務所の紹介

華誠知識産権代理有限公司の紹介
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第 4ページ華誠の動向

第 13 回中国国際商標ブランド節、華誠は 2 つの栄誉を受賞

6 月 16 日夜、第 13 回中国国際商標ブランド節の歓迎会が広東省東莞市のリーガルパレスホテル

で盛大に行われた。

これに先立ち、中華商標協会は公式サイトを通じて「2021-2022 年度優秀商標代理機関」リスト

と第 4 陣「商標代理サービス金メダル模範機関」リスト公告を公表していた。上海華誠知識産権

代理有限公司はその高品質な商標代理サービスと良好な業界での評判により、上記のリストに同

時に選ばれた。歓迎会当夜、華誠は会場で 2つの栄誉のメダルを授与された。

華誠が Benchmark Litigation 2023 年中国区紛争解決ランキングに再びラ
ンクイン

6 月 5 日、 有 名 な 法 律 格 付 け 機 関 Benchmark 

Litigation は 2023 年度中国区紛争解決ランキングを発

表した。華誠は過去 1 年間の優れた業績とこれまでの業

界での評判により、2021年「Benchmark Litigation中国」

で初めてランクインした後、3 年連続で「上海市知的財

産権分野」のティア 2 のランキングで認められ、同時に

シニアパートナーの劉一舟弁護士は再び上記分野の「論

争解決の星」（Litigation Star）にランクインした。

2023 ALB China 知的財産権業務発表、華誠は再び上位にランクイン

5月22日、トムソン・ロイター傘下の先端法律雑誌「アジア法律雑誌」（Asian Legal Business）は、

「2023 ALB China 知的財産権業務ランキング」）2023 ALB China IP Rankings）を発表した。華

誠は知的財産権分野での専門的な能力、優れた業績と良好な評判が再び認められ、今年度の知的

財産権ランキングの「特許」と「著作権 / 商標」の二つの分野で引き続きリードし、ティア 2 の

に再びランクインした。
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国務院が改正「商用暗号管理条例」
を公布

5月25日、国務院は「商用暗号管理条例（2023

年改正）」（以下、「条例」という）を公布し、

7月 1日から施行する。

「条例」では次の内容を重点的に規定した。

1．商用暗号の管理体制を完備する。 2. 商用暗

号化の技術イノベーションと標準化の構築を促

進する。3. 商用暗号検査認証システムを健全化

する。4. 電子認証サービスにしようするパスワ

ードと電子政務電子認証サービス活動の管理を

強化する。5. 商用暗号の輸出入管理を規範化す

る。6. 商用暗号の応用を促進する。このうち、

「条例」では、暗号法における商用暗号の輸出

入に関する規定と国の輸出管理・規制、デュア

ルユース品目輸出入管理制度に基づき、商用暗

号の輸入許可と輸出管理・規制実行リスト管理

を明確にし、かつ承認手続を規定した。同時に

「条例」では、公民、法人とその他の組織に、

法律に基づく商用暗号を使用してネットワーク

と情報の安全を保護することを奨励し、ネット

ワーク製品とサービスが商用暗号を使用して安

全性を高めることを支持しており、基幹情報イ

ンフラの商用暗号の使用要件と国の安全審査の

要件を明確にしている。

中国政府網  より

市場監督管理総局が「事業者結合独占禁
止コンプライアンスガイド」の意見を募
集

6 月 20 日、国家市場監督管理総局は「事業者

結合独占禁止コンプライアンスガイド（意見募

集稿）」（以下。「意見募集稿」という）を起

草し、現在、社会に意見を求めており、意見の

フィードバックは 7月 3日までとなっている。

「意見募集稿」には、事業者結合審査制度の

主な規定、重点的コンプライアンスリスク、コ

ンプライアンスリスク管理、コンプライアンス

管理保障等の 6 章が含まれている。 「意見募

集稿」では、事業者が「中華人民共和国独占禁

止法（2022 年改正）」における事業者結合の関

連規定に違反した場合、「違法行為により行政

処罰を受けた場合、国の関連規定に従って信用

記録に算入し、かつ社会に公示する」などの法

的責任を負う可能性があることを明確にし、市

場監督管理総局が公布した違法事業者結合実施

事件の行政処罰決定書を参考にできることを事

例方式で事業者に告知している。また、「意見

募集稿」では、特に中国国内で年間売上高が 4

億元を超える事業者に、事業者結合独占禁止コ

ンプライアンス管理制度の構築を奨励し、中国

域内で年間売上高が 100 億元を超える経営者に

は事業者結合独占禁止コンプライアンス制度の

構築を提案すると指摘している。

国家市場監督管理総局 より

法律の動向
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法律の動向

国家暗号局が「商用暗号応用安全性評価管理方法」などについて意見募集

 6 月 12 日、国家暗号管理局は「商用暗号検査機関管理弁法（意見募集稿）」と「商用暗号応用

安全性評価管理弁法（意見募集稿）」( 以下、「意見募集稿」という ) を起草し、現在、社会に意

見を求めており、締め切りは 7月 9日までとなっている。

「意見募集稿」にて制定されている主な構想は以下の通りである。1.「三同期一評価」の要求

を細分化して実行する。2. 商用暗号応用安全性評価作業の体系的な原則を体現する。3. 商用暗号

応用安全性評価活動の実施の根拠を明確にする。このうち、「意見募集稿」では、法に基づき商

用暗号を使用して保護すべきネットワークと情報システムに対して、商用暗号保障システムを同

期計画、同期構築、同期運行し、かつ定期的に商用暗号応用の安全性評価を定期的に行うよう要

求している。これと同時に、商用暗号応用の安全性評価の要求を細分化し、計画、構築、運行の

各段階からそれぞれ実行計画を提出し、プロセスの条件を明確にし、それにより商用暗号応用の

安全性評価制度の基本的枠組みを確立する。

国家暗号管理局 より
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国知局は商標の悪意ある登録の体系的管理について文書発出

5 月 8 日、国家知識産権局は「商標の悪意ある登録を体系的に管理し高品質な発展を促進する事

業方案（2023—2025 年）」（以下、「方案」という）を発行した。

 「方案」によると、2025 年までに、商標の悪意ある登録行為の管理が実質的に進展し、管理体

系が更に整備され、商標の悪意ある登録行為の管理政策法規が更に健全化され、管理主体の権利

・責任が明確になり、管理メカニズムが効率的に運行され、依拠できる法律があり、各方面が参

与する多次元一体管理体系等が形成される。そのため、「方案」では、商標の悪意ある登録行為

管理の法制度体系の整備、法による商標の悪意ある登録行為の厳格な取締りの仕組みの健全化、

全分野における商標の悪意ある登録行為の取締りの深化などの主な任務を確立した。そのうち、「方

案」は商標の授権・権利確認手続の信用承諾制度を構築し、適用範囲と信用承諾事項を明確にす

ることを要求している。重大な約束違反に対しては、詐欺等の手段で商標登録を取得した当事者は、

職権に基づいてその登録商標に無効を言い渡し、かつ法に基づいて信用喪失行為として列挙する。

 国家知識産権局  より

知的財産権
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国家インターネット情報弁公室が
「個人情報越境移転標準契約届出
指南」を公布

5 月 31 日、国家インターネット情報弁公室は

「個人情報越境移転標準契約届出指南（第一版）」

（以下、「指南」という）を制定した。「指南」

では、個人情報越境移転標準契約の届出方式、

届出プロセス、届出資料な等の具体的な要求に

ついて説明した。個人情報処理者が域外受取人

と個人情報越境移転標準契約を締結するという

方式で域外に個人情報を提供する場合、「個人

情報越境移転標準契約弁法」の規定に基づき、

「指南」に従って所在地の省級のインターネッ

ト情報部門に届け出なければならない。「指南」

ではさらに、個人情報処理者は標準契約が発効

した日から 10営業日以内に、書面の資料を送付

し、かつ資料の電子版を付すという方式で所在

地の省級インターネット情報弁公室に届け出な

ければならないことを明確にしている。「指南」

ではまた、個人情報処理者は数量分割等の手段

を講じてはならず、法に基づき越境移転安全評

価を通過すべき個人情報を標準契約を締結する

ことで域外に提供してはならないことを強調し

ている。

国家インターネット情報弁公室 より

国家インターネット情報弁公室が「近
距離アドホックネットワーク情報サ
ービス管理規定」について意見募集

6 月 7 日、国家インターネット情報弁公室は

「近距離アドホックネットワーク情報サービス

管理規定（意見募集稿）」（以下、「意見募集稿」

という）を公布し、現在、社会に意見を求めて

おり、意見のフィードバックは 7 月 6 日までと

なっている。

「意見募集稿」によると、近距離アドホック

ネットワーク情報サービスとは、bluetooth、

Wi-Fi などの情報技術を利用して、近距離で即

時にネットワークを構築し、情報を発信、受信

するサービスを提供することをいう。「意見募

集稿」では、近距離アドホックネットワーク情

報サービスの提供者に安全で信頼できる近距離

アドホックネットワーク技術を優先的に採用す

るよう奨励し、かつ「中華人民共和国ネットワ

ークセキュリティ法」の規定に基づき、近距離

アドホックネットワーク情報サービスの利用者

に真の身分情報の提供を要求することを明確に

している。「意見募集稿」では、近距離アドホ

ックネットワーク情報サービスの利用者は当該

サービスを利用して違法な情報を発信、転送し

てはならず、措置を講じて、不良な情報の作成、

複製、配布を防止し、制止しなければならず、

違法な情報や不良な情報を受け取った場合、転

送してはならず、インターネット情報弁公室等

の関係主管部門にクレームを申し立て、通報す

る権利があることを強調している。

国家インターネット情報弁公室 より

ネットワークセキュリティと
データ保護
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情報セキュリティ標準化委が顔認証決済の場面における個人情報保護の
セキュリティの要求について意見募集

5 月 24 日、全国情報セキュリティ標準化技術委員会は「ネットワークセキュリティ標準

実践指南 - 顔認証決済の場面における個人情報保護のセキュリティの要求（意見募集稿）」

（以下、「意見募集稿」という）を公布し、社会に向けて意見を求め、意見のフィードバ

ックは現在既に締め切りとなっている。

「意見募集稿」は室内外エリア内の顔認証決済の場面について、個人情報保護の要求を

打ち出している。「意見募集稿」によると、顔認証決済の過程で、公共の安全、金融の安

全等を維持する目的で、関係管理部門の明確な要求に応じて処理されるデータは、その規

定された目的にのみ使用し、それと関係のない活動に自ら使用してはならない。「意見募

集稿」ではまた、「顔認証期間以外のデータを収集してはならない。人的になされたクリ

ックなどの明確な相互動作後にのみデータ収集を開始すべきである。 顔認証完了後又はデ

ータ収集開始から 1 分後にデータ収集を中止しなければならない」など 5 つの面も明確に

している。

全国情報セキュリティ標準化技術委員会 より
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6 部門：職場の児童労働者をなくして未成年者の特別労働保護を強化

6 月 6 日、人力資源と社会保障部等の 6 部門は「職場の児童労働者をなくし職場の未成年

労働者の特別労働保護を強化する制度（参考文書）「（以下、「参考文書」という）を制

定し公布した。

「参考文書」は、総則、募集記録管理、宣伝訓練、労働保護、監督検査と附則等の内容

を含む関連する規章制度の制定・整備し、未成年労働者と労働契約を締結する時に参考に

するよう雇用者に指導することを目的としている。そのうち、「参考文書」では、未成年

労働者が就業する前に、関連する職業安全衛生教育、訓練を行うことに言及している。同

時に、職場の児童労働者をなくし、職場の未成年労働者の特別労働保護を強化する特別訓

練を組織したり、特別訓練の内容を各種の訓練に取り入れている。「参考文書」ではまた、

雇用主体は未成年労働者が職業病の危害に触れる作業と国が禁忌と定めている労働に従事

するよう手配しないこと、未成年労働者が営業的娯楽場、バー、インターネットオンライ

ンサービスの営業場所で労働に従事するよう手配しないことも明確にしている。

人的資源と社会保障部 より


